
各種統計における「債務残高」 

① 国 と 地 方 の 公 債 等 残 高 ②国と地方の長期債務残高 ③国債及び借入金現 在高 ④ 一 般 政 府 総 債 務

<平成23年度末見込> <平成23年度末見込> <平成23年度末見込> <平成21年度末実績>

【内閣府計量分析室】 【財務省主計局調査課】 【財務省理財局国債企画課】 【内閣府経済社会総合研究所】

社会保障基金債務 １５兆円

１，０２４兆円

交付税特会借入金　３４兆円

地方債　１４４兆円

政府短期証券　１５６兆円

財投債　１１４兆円

借入金等　５９兆円
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地方政府債務　１８３兆円

９９６兆円
（９８４兆円）

国の公債残高
［普通国債］
６６７兆円

一般会計借入金　１５兆円

国の公債残高
［普通国債］
６６７兆円

（６５５兆円）

国の公債残高
［普通国債］
６６７兆円

（６５５兆円）

８９４兆円
(８８２兆円)

地方　２０１兆円

借入金等　２６兆円

国庫短期証券　１４９兆円

独法等債務　５４兆円８５９兆円

国債
［割引短期国債除く］

５５９兆円

借入金等　６３兆円

経済の実態把握及び国際比較に資
するため、世界共通の基準（SNA)に
基づき、一般政府（中央政府、地方政
府及び社会保障基金）の金融負債残
高を体系的に集計。

利払・償還財源が主として税財
源により賄われる長期債務を
国・地方の双方について集計。
資金繰りのための短期の債務
や、貸付先からの回収金により
利払・償還を行う財投債は含ま
れない。

財政法第28条に基づき、国債及び借
入金の状況に関する当該年度末に
おける現在高の見込を算出。

国の資金調達活動の全体像を示
す観点から、国の資金調達に伴う
債務の年度末見込

交付税特会の借入金34兆円を含む交付税特会の借入金34兆円を含む

一般的な政策経費や税収等と
明示的・論理的に連動する国・
地方の債務を集計。財政運営戦
略の残高目標として用いられて
いる指標。

交付税特会の借入金34兆円を含む

割引短期国債４４兆円を含む

（注１）「交付税特会」とは、「交付税及び譲与税配付金特別会計」を指す。 
（注２）①の一般会計借入金とは交付税特会借入金の一部を一般会計に承継したもの。 
（注３）②の地方の長期債務残高には、地方債、交付税特会借入金、地方公営企業債（普通会計負担分）（24兆円）が含まれる。 
（注４）②及び③の( )内は、翌年度借換のための前倒債限度額（12兆円）を除いた額。 
（注５）①、②、④の借入金等＝借入金＋出資国債等。なお、②の借入金等は、地方の負担で償還される交付税特会借入金残高（34兆円程度）を除いた値。 


